
1 

Japan Tax Newsletter 

デロイト トーマツ税理士法人 

2024 年 11 月 1 日号 

Global Investment & Innovation Incentives (Gi3) 優遇税制特集 第 3 回 

地域未来投資促進税制の概要 

1. 地域未来投資促進税制の概要

(1) 概要

地域未来投資促進税制は、地域の特性を活かして高い付加価値を創出し、地域の事業者に対する相当の経済効果を及

ぼす「地域経済牽引事業」を促進することを目的に、平成 29 年度税制改正により創設された制度である。事業者は、都道

府県等が作成する基本計画に適合する「地域経済牽引事業計画」（以下「事業計画」）を策定し、同事業計画において

事業の用に供する建物・機械等の設備投資に対して、当該設備の取得価額の一定割合の税額控除（2～6％）又は特

別償却（20～50％）を適用できる（対象投資の上限額：80 億円）。なお、税額控除率（6％）の適用に当たっては、

令和 6 年度税制改正において新設された特定中堅企業者に対する上乗せ要件を満たすことが必要である。（措法 42 の

11 の 2、地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律（以下「地域未来投資促進法」）

25）。

地域未来投資促進税制の適用に当たっては、都道府県及び関係市町村が作成する基本計画に適合する事業計画を策

定し、都道府県知事による承認を受けた上で、主務大臣による課税特例の確認を受ける必要がある。また、対象となる設備

は、事業計画の承認後に着工し、主務大臣による確認書の交付後に取得したものであって、令和 7 年（2025 年）3 月 31

日までに事業供用した設備に限られる（措法 42 の 11 の 2）。 

(2) 対象資産

地域未来投資促進税制の適用対象となる資産は、事業計画に従って新設又は増設される、取得価額の合計額が 2,000

万円以上である施設又は設備（以下「特定地域経済牽引事業施設等」）を構成する機械及び装置、器具及び備品、

Executive Summary 

◼ 地域未来投資促進税制は、事業者の投資する建物・機械等の設備が、地域の特性を活かして高い付加価値を

創出し、地域の事業者に対する相当の経済効果を及ぼす場合に、税額控除又は特別償却を適用できる制度であ

る。

◼ 本税制の適用に当たっては、「地域経済牽引事業計画」を作成し、都道府県知事の承認及び主務大臣からの確

認を受ける必要がある。 

◼ 令和 6 年度税制改正では、課税の特例に関する上乗せ要件の拡充が行われた。現行制度の適用期限は令和 7

年（2025 年）3 月 31 日であるが、経済産業省による令和 7 年度税制改正要望においても拡充及び延長の要

望がなされており、今後投資を計画する事業者は動向を注視されたい。

https://www.meti.go.jp/policy/sme_chiiki/miraitoushi/file/miraihouR6.pdf
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建物及びその附属設備並びに構築物（以下「特定事業用機械等」）であって、製作若しくは建設の後事業供用されたこと

のない設備である（措法 42 の 11 の 2①②、措令 27 の 11 の 2①）。 

(3) 課税の特例 

次項に記載の適用要件を満たし、都道府県知事による事業計画の承認、及び主務大臣による確認を受けた事業者は、下

表の特別償却又は税額控除を受けることができる。なお、適用対象となる特定事業用機械等の投資額上限は 80 億円で

あり、税額控除上限は調整前当期法人税額の 20％である（措法 42 の 11 の 2①②、措令 27 の 11 の 2②③）。 

設備投資の種類 特別償却 税額控除 

機械装置・器具備品 40％ 4％ 

 上乗せ要件を満たす場合 50％ 5％ 

 特定中堅企業向け上乗せ要件を満たす場合 50％ 6％ 

建物・建物附属設備・構築物 20％ 2％ 

 

2. 適用要件 

(1) 都道府県知事による要件 

都道府県知事による事業計画の承認取得に当たっては、都道府県及び関係市町村が作成する基本計画に適合する事業

計画の策定が必要である。事業計画の承認要件1として以下の 3 点が挙げられているが、具体的な内容・水準は基本計画

ごとに異なることから、対象地域となる都道府県及び市町村の作成する基本計画を確認する必要がある（地域未来投資

促進法 13）。 

【地域経済牽引事業の要件】 

項番 要件 

①  地域の特性を活用すること 

②  高い付加価値を創出すること 

③  地域の事業者に経済的効果（取引額、売上、雇用者数等の増加）が見込まれること 

 

(2) 国による要件 

国（主務大臣）による課税特例の確認書交付に当たっては、当該事業者の事業計画が以下の要件2を満たすことが必要

である。なお、上乗せ要件又は特定中堅企業者向け上乗せ要件を満たす事業者については、より高い料率の特別償却又

は税額控除を受けることが可能である（地域未来投資促進法 13）。 

【課税の特例の要件】 

以下に示す要件①～⑤を満たすこと 

項番 要件 

①  

先進性を有すること（a 又は b を満たすこと、又は災害特例に該当すること） 

 

a.通常類型 労働生産性の伸び率が 4％以上又は投資収益率が 5％以上であること 

b.サプライチェーン類

型 

海外への生産拠点の集中の程度が 50%以上の製品を製造すること 

事業を実施する都道府県内の取引額の増加率が 5%以上であること 等 

災害特例 

（先進性要件の免

除） 

承認地域経済牽引事業の実施場所が特定非常災害（直近では令和 6 年度能登

半島地震が指定）の対象区域であること 

※上乗せ措置の適用は不可 

② 特定地域経済牽引事業施設等の設備投資額が 2,000 万円以上であること 

③ 設備投資額が前年度償却費の 20％以上であること 

④ 
対象事業の売上高伸び率が、ゼロを上回り、かつ過去 5 年度の対象事業に係る市場規模の伸び率より 5％以

上高いこと 

 

1 「地域未来投資促進法における基本計画のガイドライン」（経済産業省ウェブサイト（PDF））3-4 頁を参照 

2 「地域未来投資促進法における地域経済牽引事業計画のガイドライン」（経済産業省ウェブサイト（PDF））21-36 頁を参照 

https://www.meti.go.jp/policy/sme_chiiki/miraitoushi/file/kihonkeikaku-guideline-20240117.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/sme_chiiki/miraitoushi/file/jigyoukeikaku_guideline_2409r.pdf
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⑤ 
（過去に認定を受けた計画があり、本件の申請が 2 回目以降の場合）旧計画が終了しており、その労働生産性

の伸び率 4％以上かつ投資収益率 5％以上 

【上乗せ要件】 

課税の特例の要件（要件①～⑤）に加えて、要件⑥（（ア）又は（イ））と要件⑦を満たすこと 

項番 要件 

⑥ 

（ア） 直近事業年度の付加価値額増加率が 8％以上 

（イ） 
対象事業において創出される付加価値額が 3 億円以上、かつ、事業を実施する企業の前年度と前々

年度の平均付加価値額が 50 億円以上 

⑦ 労働生産性の伸び率 4％以上かつ投資収益率 5％以上 

 

【特定中堅企業者向け上乗せ要件】 

全事業者向けの上乗せ要件（要件⑥⑦）に加えて、要件⑧～⑩を満たすこと 

なお、要件⑥については、（ア）及び（イ）の両方を満たす必要がある点に留意されたい。 

項番 要件 

⑧ 産業競争力強化法における特定中堅企業者であること 

⑨ 「パートナーシップ構築宣言」の登録を受けていること 

⑩ 設備投資の取得予定価額の合計額が 10 億円以上であること 

 

3. 手続 

本税制の適用を受けるためには、都道府県知事による事業計画の承認を受けた上で、国（主務大臣）による課税特例の

確認を受けることが必要である（以下①～③3）。なお、対象資産にかかる工事の着工は都道府県知事による事業計画の

承認後、対象資産の取得は国（主務大臣）による確認書の交付後である必要がある（以下④）（地域未来投資促進

法 13、25）。 

項番 手続 概要 

① 事業計画の作成 
投資対象となる地域（促進区域）の都道府県及び関係市町村の基本計画に適合する

事業計画を作成する。 

② 都道府県の承認 
作成した事業計画について、促進区域を管轄する都道府県知事へ承認申請を行う。都道

府県知事は事業計画が基本計画に適合すると認める場合には、これを承認する。 

③ 国の確認 

都道府県の承認を得た事業者は、経済産業局へ確認申請書を提出し、主務大臣の確認

を受ける。経済産業局は、必要に応じて事業者に対して事業の概要等に関する説明を求め

る。主務大臣は、対象事業が基準に適合すると認める場合には、事業者に対し確認書を

交付する。 

なお、主務大臣による確認日4は現在おおよそ 2 カ月に 1 度のペースで設定されており、確

認日ごとに「主務大臣把握のための事前締切り」及び「確認申請書の締切り」が設定されて

いることから、あらかじめ確認申請スケジュールを確認の上で、余裕をもって経済産業局へ相

談することが必要である。 

④ 設備投資 

事業者は、主務大臣による確認を受けた後に、事業計画に従った投資を行う（建物及び

その附属設備並びに構築物については、都道府県による計画承認後であれば、国（主務

大臣）による計画確認前に着工することが可能である）。令和 7 年 3 月 31 日までに取

得し、事業の用に供した場合に、課税の特例の適用を受けることができる。 

 

 

3 「地域未来投資促進法における地域経済牽引事業計画のガイドライン」（経済産業省ウェブサイト（PDF））36-37 頁を参照 

4 「税制支援」（経済産業省ウェブサイト）「主務大臣の確認申請スケジュール」を参照 

https://www.meti.go.jp/policy/sme_chiiki/miraitoushi/file/jigyoukeikaku_guideline_2409r.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/sme_chiiki/miraitoushi/zeiseishien.html
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4. 拡充及び延長の税制改正要望 

本税制については、経済産業省の令和 7 年度税制改正要望5において、拡充及び延長の要望がなされている。2 年間の延

長のみならず、対象施設の事業供用の期限を最大 5 年以内に延長することについても要望されていることから、特に投資ス

ケジュール上の課題によって本税制の適用を断念していた事業者については、改正に係る状況を注視することが肝要である。 

【経済産業省による要望の内容】 

⚫ 適用期限の 2 年間の延長（令和 8 年度末まで）  

⚫ 地方公共団体が戦略的かつ重点的に支援を行う産業分野を「重点促進分野 （仮称）」とし、同分野に対する新た

な枠の設置 

⚫ 地域経済牽引事業計画の期間内（最大 5 年以内）に行った設備投資について、税制の適用を可能とすること 

 

5. おわりに 

本税制適用に当たっては、都道府県、国（主務大臣）と二度の承認・確認取得が必要であることから、余裕を持った申請

スケジュールの設定が重要である。本税制の適用期限は令和 7 年 3 月末となっているが、現在、令和 7 年度税制改正に向

けて、拡充及び延長について要望がなされているところである。申請を検討される事業者は、申請スケジュールに留意するとと

もに、令和 7 年度税制改正における拡充及び延長の動向に注視する必要がある。 

 

※本ニュースレターの執筆は、令和 6 年 10 月 22 日現在の情報に基づくものである。 

 

（東京事務所 三浦 正暁、井上 誠） 

 

 

＜関連ページ＞ 

◼ 国内外の優遇税制や補助金に関するコンサルティング業務  

 

5 「令和 7 年度税制改正要望事項（経済産業省）」（財務省ウェブサイト（PDF））No.4「地域経済牽引事業の促進区域内において

特定事業用機械等を取得した場合の特別償却又は法人税額等の特別控除（地域未来投資促進税制）の拡充及び延長」を参照 

https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/tax/solutions/tax-finance/government-grants-credits-incentives.html
https://www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy2025/request/meti/index.html
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お問い合わせ 

デロイト トーマツ税理士法人 

東京事務所 

所在地 〒100-8362 東京都千代田区丸の内 3-2-3 

丸の内二重橋ビルディング 

Tel 03-6213-3800（代） 

 

大阪事務所 

所在地 〒541-0042 大阪府大阪市中央区今橋 4-1-1 

淀屋橋三井ビルディング 5 階 

Tel 06-4560-8000（代） 

 

名古屋事務所 

所在地 〒450-8503 愛知県名古屋市中村区名駅 1-1-1 

JP タワー名古屋 37 階 

Tel 052-565-5533（代） 

 

email tax.cs@tohmatsu.co.jp 

会社概要 www.deloitte.com/jp/tax 

税務サービス www.deloitte.com/jp/tax-services 

令和 6 年度税制改正トピックス  www.deloitte.com/jp/tax/tax-reform 
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